
1  

沖縄県企業局中長期計画の概要 

本計画は、「第９次沖縄県企業局経営計画」の終了にあたり、東日本大震災の経験等を踏まえた

災害に強い水道の構築や、県内水道サービスの格差解消を図る手段としての水道広域化への期

待の高まり、今後予測される人口減少社会の到来など、水道事業を取り巻く環境の変化、高度化・

多様化する県民ニーズに適切に対応し、健全かつ安定的な事業運営の持続を目的として策定し

ました。また、本計画は沖縄県の総合的な基本計画である「沖縄 21 世紀ビジョン基本計画」の個

別計画として位置づけており、厚生労働省が示した「新水道ビジョン」や総務省通知の「経営戦略」

としても位置づけることとします。 
 

計画期間は、平成３０年度～平成４９年度の２０年間とします。なお、計画は、概ね４年毎又は、必

要に応じ見直します。 

【期間設定の考え方】 

人口や水需要は平成３７年度にピークを迎え、その後減少に転じる見通しとなっています。水需

要の減少は新たに直面する大きな課題であり、その状況下における事業の見通しを事業計画に

反映する必要があります。そのため、計画期間は、水需要の減少期（平成３８年度以降の概ね１０

年間）を含む平成４９年度までの２０年間としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．策定趣旨・位置づけ  

２．計画期間  

３．計画の概要図  

反映 
経営計画推進委員会（内部機関） 

経営評価委員会（外部機関） 

評価 
意見 

公表 

県民 経営レポート 

意見募集 

○基本理念 ： 安全な水、安定的な供給を未来につなぐ沖縄の水道   
基本理念の視点 ： 「安全」、「安定」、「持続」 

施策目標（４項目） 

現状と課題及び今後の事業環境 
計画期間：平成３０年度～平成４９年度 

施策（１０項目）及び取組（29項目：施策を構成） 投資・財政計画 

反映 

施策目標１：安全で安心な水の供給（安全） 

施策目標２：安定した水の供給（安定） 

施策目標３：健全な経営の持続（持続） 

施策目標４：県民に信頼され満足度の高い水道（安全・安定・持続） 

実現 
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水道事業の現状と課題について、以下の項目で整理しました。課題については、施策と取組で

対応します。（ここでは、主な課題等を記述しています。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題を踏まえ、企業局が直面する事業環境を整理しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．現状と課題  

５．今後の事業環境   

 (1)水源の確保 

→水需要減少期に応じた水源の整理が必要。 

（２）水道水質の安全性確保 

→PFOS等未規制物質、生物関連障害の対応や

受水事業体との連携強化が必要。 

（３）水源の保全 

→水源保全の取組（堆積土砂等の撤去、取水

量の管理など）の継続が必要。 

(1)施設の整備状況 

→水需要減少期に応じた施設規模の適正化

（ダウンサイジング等）が必要。 

（２）施設の老朽化 

→本土復帰以降に急速に整備した施設の老

朽化が進行、今後老朽化施設の増加が懸念 

（３）災害への備え 

→施設の耐震化の状況が不十分、危機管理

マニュアルの改善、津波に対する対策が必要 

(1)経営の状況 

→施設の更新、広域化等、資金需要の増加が

見込まれ、経営の効率化などが必要 

（２）組織・人材の育成 

→業務の効率化、技術力の向上・継承の取組が

必要。 

（３）国際協力 

→人材育成に努め、取組を通して、企業局職員

の技術力向上を目指す。 

(1)水道の広域化 

→本島周辺離島８村への用水供給拡大。 

（２）広報・広聴の取組 

→広報広聴の充実が必要。 

（３）環境への取組 

→環境に配慮した事業運営を行う必要。 

・本県の人口は平成３７年度（約 144 万人）をピークに減少し、平成６２年度には約 138 万人 
・今後は水需要に応じた施設規模の適正化への対応が必要 

・本土復帰から約４５年が経過し、水道施設の老朽化が進み、今後も増加する見通し 

・施設の長寿命化対策や老朽化した施設の計画的な更新が必要 

・本島周辺離島８村への用水供給拡大に向けて、水源の確保、施設整備を進める必要がある 

・県が設置した「沖縄県水道事業広域連携検討会」による広域連携に関する議論の進展 

・東日本大震災の教訓を踏まえた、ソフト面、ハード面双方の対応に加え、受水事業体との連

携など総合的な対応力を強化する必要がある 

・浄水場の運転管理委託など運営体制が大きく変化し、職員年齢構成の偏りなどの課題もあ
る中、これまで蓄積した技術や知識を維持し、次世代へ継承していく必要がある 

１．水源と水質（安全） ２．水道施設（安定） 

３．経営（持続） ４．県民ニーズへの対応と社会的責務 
（安全・安定・持続） 

１ 水需要の見通し（人口減少社会の到来）（安定・持続） 

２ 施設更新期の到来（安定・持続） 

３ 水道広域化の進展（安全・安定・持続） 

４ 災害対策の多様化・高度化（安定） 

５ 技術力の維持・継承（持続） 
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「現状と課題」、「今後の事業環境」を踏まえ、県民のライフラインとしての使命を果たすため、

次のような基本理念を掲げます。また、この基本理念のもと、施策目標を定め、施策目標の実現

に向けた施策、取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．基本理念と施策目標   

基本理念 ： 安全な水、安定的な供給を未来につなぐ沖縄の水道 
安全

安定持続

•安全な水の供給安全

•安定した水の供給安定

•健全かつ安定的な事業運営の持続持続

施策目標１ ： 安全で安心な水の供給 

施策目標２ ： 安定した水の供給 

施策目標３ ： 健全な経営の持続 

施策目標４ ： 県民に信頼され満足度の高い水道 

水質管理の充実、取水施設の適切な管理及び水質課題への対応を行うことによ

り、これからも安全で安心な水の供給を目指します。 
水道施設の維持管理、計画的な整備を行うとともに、危機管理体制の拡充強化、

施設の耐震化等を推進し、これからも安定した水の供給を目指します。 
経営基盤の強化を図るととともに、効率的な組織体制を構築し、高度化・多様化

する事業課題や県民ニーズに適切に対応できる人材を育成することより、健全な

経営の持続を目指します。 

水道広域化の推進、広報活動の充実及び事業活動と環境との調和に努めること

により、県民に信頼され満足度の高い水道を目指します。 

施 

策 

目 

標 
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施策目標の達成に向けて、「施策」として枠組みを整理し、施策を構成する「取組」を行います。

また、各取組の達成目標を設定（定量可能な目標は極力数値化）することで、達成水準を明確に

します。                               （★）新規取組 

施策目標 施策（１０項目） 取組（２９項目） 

施
策
目
標
１
．

 

 

安
全
で
安
心
な
水
の
供
給
（
安
全
） 

施策１． 水質管理の充実（安全） ①水質の管理（★） 

②トリハロメタン低減化対策 

③クリプトスポリジウム対策 

④かび臭低減化対策 

⑤硬度適正化対策 

⑥受水事業体との連携強化（★） 

施策２． 取水施設の適切な管理と水質

課題への対応（安全） 

⑦取水施設の適切な管理 

⑧ＰＦＯＳ等未規制物質の対策（★） 

施
策
目
標
２
．

 

 
 

安
定
し
た
水
の
供
給
（
安
定
） 

施策３． 計画的な施設整備と維持管理 

（安定） 

⑨アセットマネジメントの手法を取り入れ

た長寿命化対策と施設整備 

⑩工事に関する総合的なコスト縮減 

⑪設備仕様の汎用化、標準化の検討（★） 

⑫水源の確保・整理（★） 

⑬供給施設の適正化 

施策４． 災害・事故に強い水道の構築 

（安定） 

⑭危機管理体制の拡充強化 

⑮施設の減災対策の推進 

施
策
目
標
３
．

 

 
 

健
全
な
経
営
の
持
続
（
持
続
） 

施策５． 経営基盤の強化（持続） ⑯経営管理の強化（★） 

⑰企業債残高の抑制 

⑱遊休施設（遊休地）の活用、処分 

⑲ＩＣＴによる業務の効率化推進 

⑳システムによる施設管理の効率化推進 

施策６． 効率的な組織づくりと人材の

育成（持続） 

㉑ 効率的な組織の整備 

㉒ 人材の育成 

㉓ 国際協力の推進 

施策７． 工業用水の需要開拓（持続） ㉔ 工業用水の需要開拓 

施
策
目
標
４
．

 

県
民
に
信
頼
さ
れ
満

足
度
の
高
い
水
道
（

安

全
・
安
定
・
持
続
） 

施策８． 広域化の推進（安全・安定・持続） ㉕ 広域化の推進（★） 

施策９． 情報公開の推進（持続） ㉖ 広報活動の充実 

㉗ 歴史的資料の集積（★） 

施策１０． 環境への対応（安全） ㉘ 省エネルギー対策の推進 

㉙ 建設副産物等リサイクルの推進 

７．施策目標達成に向けた施策と取組  
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資本集約型産業である水道事業では、水道施設の健全性を維持することが肝要であり、施設整

備計画に基づいた事業の着実な実施が求められます。 

一方で、施設整備には多大な資金が必要となるため、その「投資試算」（施設・設備投資の見通

し）と「財源試算」（財源の見通し）を均衡させることが、持続可能な水道事業を実現する上で非

常に重要となることから、「投資・財政計画」を策定します。 

なお、水需要の減少に伴う、料金収入の減少、水需要に応じた施設規模の適正化（ダウンサイジ

ング等）などの新たな課題についても、対応していくこととします。 

 

【投資・財政計画策定の流れ】 

計画期間：Ｈ３０～Ｈ49（２０年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組を確実かつ効率的に推進するために、ＰＤＣＡサイクルにより、定期的に進捗状況を把握し、

評価と見直しを行います。また、進捗状況や評価結果については、企業経営等の専門家で構成す

る「沖縄県企業局経営評価委員会」に報告するとともに、広く県民にも公表し、ご意見をいただき

ながら今後の計画に役立てていきます。 

 

 

 

 

 

 

８．投資・財政計画  

９．進捗管理体制  

・推計期間：H28～H77(50 年) 

・最新の人口推計等を基に水

需要を予測（将来的には減

少の見込み） 

・試算期間：Ｈ30～Ｈ７７（概ね５０年間） 

・必要な供給能力に応じた投資 

・試算期間：Ｈ30～Ｈ49（概ね２０年間） 

・国庫補助金等は現行制度等が維持 

・企業債は、世代間の負担の公平に考慮 

・投資費用の圧縮、経営の効率化を進めても 

なお、財源が不足する場合は、対応方策を検討・

整理 

均衡を図る 

投
資
・
財
政
計
画
（
二
〇
年
間
） 

    Plan（計画） 

    計画の策定 
Ｐ 

    Ｄｏ（実行） 

    計画の実施 
Ｄ 

    Ｃｈｅｃｋ（評価） 

    進捗管理・評価 Ｃ 

    Action（改善） 

    見直し 
Ａ 

※留意点 推計期間中の各年度の数値は、今後の社会情勢や決算状況等により変動するものである。 

 

水需要の予測 

投資試算（施設・設備投資の見通し） 

ﾀﾞｳﾝｻｲｼﾞﾝｸﾞ・企業債の抑

制などは取組に反映  
財源試算（財源の見通し） 


